洪水災害時における緊急避難場所の利用に関する覚書
平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、洪水災害時に乙の住民が甲の所有する　　　　　　　　　　　　　　施設の一部を緊急避難場所（公共施設避難所への避難が困難となり、洪水災害から緊急的に身を守るため、一時的に退避する場所）として利用する場合の条件について、次のとおり覚書を締結する。
利用条件

１　乙の自治会内で浸水が始まり、住民が自宅にいることに危険を感じた場合

２　五十嵐川で氾濫の危険性が高まり、公共施設避難所まで避難することが困難な場合

３　乙は、甲に対して　　　　　　　　　　　　　施設の使用に係る対価の支払い、補償等を行わない。
　この覚書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有

する。
　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　

住所
甲　　　　　　　　　　　　　　　職名　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　㊞
　　住所
乙　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
